
1〈作成・協力〉 本資料は2022年12月16日発表の「令和5年度税制改正大綱」に基づいて作成しております。内容が変更になることもございま
すので、ご留意ください。なお、内容につきましては、情報の提供を目的として一般的な法律・税務上の取扱を記載しております。
対策の立案・実行は税理士・弁護士等の専門家と十分ご相談の上、ご自身の責任においてご判断くださいますようお願い申し
上げます。また見解については、資料作成者の見解によるものであり、ＳＭＢＣ日興証券の見解とは一切関係ありません。

ＳＭＢＣ日興証券ワンポイント税務 －2023年度税制改正大綱のポイント－
相続・資産承継関連

相続時精算課税制度の見直し
（2024年 1月 1日以後の贈与財産に
ついて適用）

① 暦年課税制度の基礎控除110万円とは別に、相続時精算課税制度でも基礎控除110万円を控除できることとする。
② 贈与者の相続時に、相続財産に加算する贈与財産の価額は、①の控除後の残額とする。

生前贈与加算の加算期間等の見直し
（2024年1月1日以後の贈与財産に係る
相続税について適用）

① 相続又は遺贈により財産を取得した者が、その相続開始前7年以内（現行：3年以内）に被相続人から贈与により財産を取得し
た場合には、下記の合計額を相続財産に加算する。
イ．相続開始前3年以内の贈与財産：その財産の価額
ロ．イ.以外の期間の贈与財産：その財産の合計額から100万円を控除した残額

② 2027年1月1日以後の相続から生前贈与の加算期間が順次延長され、2031年1月1日以後の相続から加算期間が7年となる。
①教育資金、②結婚･子育て資金の一括
贈与に係る贈与税の非課税措置の延長･
見直し
（2023年4月1日以後に取得する金銭等
に係る相続税・贈与税について適用）

① 教育資金の一括贈与の特例（適用期限を3年延長（2026年3月31日まで）する。）
• 贈与者死亡時に教育資金に充てられていない管理残額がある場合で、その贈与者の相続税の課税価格が5億円を超える
ときは、管理残額を、相続等により取得したものとみなす。

② 結婚・子育て資金の一括贈与の特例（適用期限を2年延長（2025年3月31日まで）する。）

個人所得課税

NISA制度の抜本的な拡充・恒久化
（2024年1月1日以後の投資について
適用）

極めて高い水準の所得に対する課税の
見直し
（2025年分以後の所得税について適用）

下記①＞②の場合には、その超える金額に相当する所得税を課税する。
① （その年分の基準所得金額※－3.3億円）×22.5%
② その年分の基準所得税額（その年分の基準所得金額に係る一定の所得税の額）
※ 申告不要制度を適用しない場合の合計所得金額（特別控除後の金額）で、NISA制度の非課税所得等の一定の所得を除く。

特定中小会社が設立の際に発行した
株式（特定株式）の取得に要した金額の
控除等の特例（スタートアップ支援）の
創設
（適用時期は未定）

個人投資家が保有する上場株式等を売却してスタートアップ企業に再投資する場合、下記の優遇措置が創設される。
① 投資時：特定株式の取得に要した金額の合計額を、その取得年の一般株式等又は上場株式等の譲渡所得金額から控除する。
② 譲渡時：譲渡所得計算上、特定株式の取得価額は、実際の取得価額から投資時に①で控除した金額のうち20億円を超える

部分を控除した金額とする。
なお、譲渡損が生じた場合には、他の株式（一般株式等、上場株式等）の譲渡益と通算し、その年に通算しきれない損失は、
翌年以後3年間繰越控除できる。

項目 現行 改正案
一般NISA つみたてNISA 成長投資枠 つみたて投資枠

年間投資上限額 120万円 40万円 240万円 120万円
併用の可否 1年ごとに選択 併用可能（年間最大360万円）
生涯投資上限額 600万円 800万円 1,800万円（うち成長投資枠は1,200万円）
投資可能期間 2023年まで 2042年まで 2024年1月1日以後、無期限
非課税期間 投資した年から最長5年間

（保有額はﾛｰﾙｵｰﾊﾞｰ 可能） 投資した年から最長20年間 無期限

※ 2023年末に非課税口座
内にある商品は、新制度
における非課税限度額と
は別枠で、現行の取扱い
を継続する。
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ＳＭＢＣ日興証券ワンポイント税務 －2023年度税制改正大綱のポイント－
法人課税

オープンイノベーション促進税制の見直し 事業会社から一定のスタートアップ企業に対する出資について、その投資額の25％相当額の所得控除（損金算入）ができる制度
について、次の見直しを行う。
【現金の払込みによる出資（既存制度）の見直し】
① 払込みにより取得した特定株式について、対象となる取得価額の上限を50億円に引き下げる（現行：100億円）。
② 既に議決権の過半数の株式を有しているスタートアップ企業に対する出資を対象から除外する。
【既存発行株式の購入による取得（対象の拡充）】
対象となる特定株式に、発行法人以外の者から購入した一定の要件を満たすスタートアップ企業の株式で、その取得により議決権
の過半数を有することとなるものを加える（取得価額要件5億円以上、上限200億円）。

株式交付制度における所得計算の特例
の見直し

株式交付により、保有する株式（株式交付子会社株式）を譲渡し、株式交付親会社株式の交付を受けた場合、その譲渡した
株式の譲渡損益に対する課税を繰り延べる計算の特例について、株式交付親会社が特定の同族会社に該当する場合を除外する
（2023年10月1日以後に行われる株式交付に適用）。

消費課税

その他

適格請求書等保存方式（インボイス
制度）に係る見直し

① 2023年10月1日から2026年9月30日までの日の属する課税期間において、免税事業者であった者がインボイス発行事業者に
なったことにより、事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる場合の納税額を課税標準額に対する消費税額の2割に
軽減する。

② 基準期間（前々年又は前々事業年度）における課税売上高が1億円以下又は特定期間における課税売上高が5,000万円以下
の事業者が行う1万円未満の取引について、帳簿のみ（インボイス不要）で仕入税額控除を可能とする（2023年10月1日から
2029年9月30日まで）。

③ 売上げに係る対価の返還等（返品・値引き・割戻し）の税込金額が1万円未満の場合、返還インボイスの交付を不要とする。
④ 免税事業者がインボイス発行事業者の登録申請書を提出し、課税期間の初日から登録を受ける場合の登録申請書の提出
期限を、課税期間の初日の15日前までに緩和する。（現行：1月前の日）

（参考）防衛力強化に係る財源確保の
ための税制措置の創設

防衛費の財源として2027年度において1兆円強を確保するため、2024年以降の適切な時期に次の税制措置を講ずる。
税目 現行 改正案（2024年以降）

：源財費衛防－税人法 （基準法人税額－500万円）×4～4.5%

所得税
復興特別所得税：基準所得税額×2.1%
課税期間：2037年12月31日まで

防衛費財源：基準所得税額×1.0%
復興特別所得税：基準所得税額×1.1%
課税期間：延長（期間未定）

－税こばた 1本あたり3円相当の引き上げを段階的に実施


